
 

 

 

 

セーフティネットの範囲と 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔市町村の助成状況〕 

   すべての市町村において、入院、通院ともに府の補助基準以上に助

成対象年齢を引き上げており、所得制限についても撤廃しているとこ

ろが多い。 

        （平成２６年度末見込、カッコ内は平成２６年４月現在） 

対象年齢 通院 入院 

小学校就学前 ８（２１） －（－） 

小学校１年生 １（１） －（－） 

小学校２年生 －（１） －（－） 

小学校３年生 ９（４） １（１） 

小学校卒業 １１（６） １０（１３） 

中学校卒業 １４（１０） ３２（２９） 

所得制限なし（一部含む） ３８ 

 

〔都道府県の助成状況〕 

   通院、入院における助成対象年齢は、いずれも小学校就学前までが平

均的。通院年齢が３歳未満に留まっているのは、大阪府を含む３府県

のみ。また、３０府県が所得制限を設けており、児童扶養手当基準で

は医療のセーフティネットの観点から、児童手当基準や所得制限を撤

廃しているところは、子育て支援の観点から設定されていると考えら

れる。                    （平成２６年４月現在） 

 対象年齢 通院 入院 

３歳未満 ３ － 

４歳未満 ４ １ 

５歳未満 １ － 

小学校就学前 ２５ ２２ 

小学校３年生 ３ ３ 

小学校卒業 ５ ８ 

中学校卒業 ５ １２ 

高校卒業 １ １ 

  

〔乳幼児医療費助成実績調査による受療動向〕 

   通院・入院により受療の傾向は若干異なるものの、概ね６歳まで

医療の需要が集中。 

 

 
 

 

 

 

〔府制度創設〕平成５年１０月 

〔目   的〕入院の医療費の一部を助成することにより、乳幼児

を抱える家庭の精神的、経済的な負担の軽減及び医

療の確保を行うことにより、疾病の治療を促進し、

乳幼児の健全な育成を図る。 

〔制度の変遷〕 

平成 ８年 入院時食事療養費制度創設 

平成１３年 通院医療費も対象（０歳児） 

平成１４年 通院医療費拡充（１歳児まで） 

平成１６年 通院医療費拡充（２歳児まで） 

      一部自己負担導入 

       一医療機関あたり入通院５００円以内／日 

（月２日限度） 

 平成１８年 月額上限額設定（月２,５００円まで） 

 ※現行制度対象年齢 入院：小学校就学前まで、通院：３歳未満 

 

 

 

 

乳幼児医療費助成制度の概要 取り巻く現状 
 

〔子育て支援施策の充実につながる市町村支援のイメージ〕 

   これまでの研究会での整理を踏まえ、現行の乳幼児医療費助成に

係る府の市町村支援の総額を拡充することを前提とした支援方策 

【パターンＡ】 

 

 

 

 

【パターンＢ】 

     

 

 

 

【パターンＣ】  

           

 

 

 

〔考えうる選択肢としての医療のセーフティネットの範囲（福祉的 

配慮を要する部分）〕   

＊ 現行の府補助基準上の助成対象者数     194,300人 

＊ 平成２６年度当初予算額（府・市町村合計）  76億円 

        （増減影響は現行基準の場合、府・市町村合計予算） 

対象年齢 所得制限 
対象人数見込 

(人) 
所要額見込 
（億円） 

小学校
就学前
まで 

現行所得基準 463,400 125.0 

児童扶養手当基準 231,700 62.5 

高額療養費一般低位基準 301,210 81.3 

所得制限なし 509,740 137.5 

小学校
卒業 
まで 

現行所得基準 883,700 220.0 

児童扶養手当基準 441,850 110.0 

高額療養費一般低位基準 574,405 143.0 

所得制限なし 972,070 242.0 

中学校
卒業 
まで 

現行所得基準 1,113,600 269.6 

児童扶養手当基準 556,800 134.8 

高額療養費一般低位基準 723,840 175.2 

所得制限なし 1,224,960 296.6 

 

市町村支援とセーフティネットの範囲 

福祉医療費助成制度に関する研究会 中間とりまとめ概要 
（乳幼児医療を含む市町村支援のあり方） 

福祉医療費助成制度に関する研究会 

      大阪府市長会  

      大阪府町村長会 

      大 阪 府 平成２６年８月 

 

〔平成２２年度アンケート調査結果等〕 

 ・府内市町村や都道府県において、子育て支援の観点から対象

年齢を拡充、また、助成対象を就学前としているところは、

どちらかといえば、福祉的配慮として実施している傾向。 

 ・府内の国民健康保険加入者のデータを元にした乳幼児等にお

ける受療動向調査では、０歳が突出して総医療費が高く、概

ね年齢を経るごとに減少し、５、６歳を境にさらに減少。 

 

〔平成２２年度研究総括〕 

○『医療のセーフティネットの観点から真に必要な方に対する

サービスとして制度設計されるべき部分（福祉的配慮を要す

る部分）』については、府が基準設定。 

○『子育て支援として制度設計されるべき部分（子育て支援の

ための環境整備部分）』については、各市町村が独自の判断と

して制度設計。 

 ○各市町村が独自の判断として制度設計する部分においても、

府として支援すべきか否か、別途検討がなされるべき。 

これまでの検討経過 

資料 １ 

 

 

 


